平成22年度　介護就労お助け事業　委託契約書
  奈良県を甲とし、　　　　　　　　　　　　　　　　 を乙として、甲乙両当事者は、次のとおり委託契約を締結する。
（目的）
第１条  甲は、福祉・介護人材が不足する状況下、ハローワーク等関係団体と連携し、福祉に関心の高い新規労働者を雇い入れ、就労の機会を確保するとともに介護職員等の負担を軽減することにより、福祉・介護サービス等の質の向上を図ることを目的とする事業（以下「委託事業」という。）の実施を乙に委託し、乙はこれを受託する。
（委託事業の内容）
第２条  委託事業の内容は、福祉に関心の高い新規労働者を雇い入れることにより、福祉・介護サービス等の質の向上を図ること及び多様化する福祉・介護ニーズに対応した特色のある事業を実施するものとする。
 ２  乙は、委託事業を実施する場合は、必要に応じ甲と協議し、その適正かつ円滑な 　実施に努めなければならない。
（雇用する事業所）
第３条  雇用する事業所は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とする。
（委託期間）
第４条  委託事業の実施期間は、平成　　年 　 月　　日から平成２３年３月３１日   までとする。
（委託料）
第５条  委託事業を実施するための費用（以下「委託料」という。）は、
　　　金　　　　　　　円を上限とする。（消費税及び地方消費税を含む）
　２  前項の委託費は、委託事業の実施に応じて、乙からの請求に基づき支払うもの
　  とする。
　３  乙は、委託事業にかかる経費を、乙の管理する他の経費と区分して経理しなけ
　　ればならない。
（契約保証金）
第６条  甲は、奈良県契約規則（昭和３９年奈良県規則第１４号 ）第１９条第１項第　６号の規定により、乙が納付すべき契約保証金を免除する。
（予定される事業費及び人件費）
第７条  この委託事業において予定される事業費は　　　　　　　円、うち新規雇用の失業者に係る人件費は　　　　　　　円とする。
（事業に従事する予定の全労働者数及び新規に雇用する予定の失業者数）
第８条  この委託事業に従事する予定の全労働者数は　人、うち新規に雇用する予定
　の失業者数は　人とする。
（新規に雇用する労働者の予定雇用期間）
第９条  この委託事業において、乙が新たに雇用する労働者の予定雇用期間は、平成
　　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日までの１年以上とし、更新できる　ものとする。
（新規に雇用する予定の労働者の募集方法）
第１０条  委託事業で新規雇用する予定の労働者の募集にあたっては、福祉人材セン
　ターもしくはハローワークへの求人申込みを行い、募集の公開に努めるものとする。
（労働者を新規に雇用する際の失業者であるかの確認）
第１１条  労働者を新規に雇用する際に、本人に失業者であるか否かを確認するもの
　とする。
（守秘義務）
第１２条  乙及び委託事業に従事する職員は、業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。委託契約終了後もまた同様とする。
（関係機関との連携及び法令等の遵守）
第１３条  乙は、委託事業の実施にあたっては、関係機関との適切な連携に努めるとともに、関係法令及び通知等を遵守しなければならない。
（職員定数）
第１４条  乙は、この事業で雇用した職員は、介護報酬、社会福祉等の補助費等の算出の基礎となる定数に入れないものとする。
（帳簿の整備）
第１５条  乙は、次の関係帳簿を整理し、事業終了後５年間保管すること。
(１)　労働者名簿、出勤簿等の労働関係帳簿
(２)　総勘定元帳及び現金出納簿等の会計関係帳簿
（指示及び調査）
第１６条  甲は、必要があると認めるときは、いつでも委託事業に関し乙に指示をし、又は書類、帳簿等を調査することができる。
（実績報告等）
第１７条  乙は、委託事業完了後１０日以内に介護就労お助け事業実績報告書（別紙様式１号）及び労働者名簿（別紙様式２号）を甲に提出しなければならない。
（権利義務の譲渡等の禁止）
第１８条  乙は、第三者に対し、委託業務の全部若しくは一部の実施を委託し、若しくは請け負わせ、又はこの契約に基づいて生じる権利義務を譲渡してはならない。
（損害賠償責任）
第１９条  乙は、次に掲げる場合には、直ちにその損害を被害者に賠償しなければならない。
(１)　乙が委託事業の実施に関し、甲又は第三者に損害を与えたとき。
(２)　次条の定めによりこの契約が解除された場合において、乙が甲に損害を与えたとき。
（契約の解除）
第２０条  甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合はこの契約を解除できる。
(１)　乙がこの契約に違反する行為を行ったとき。
(２)　乙において、委託事業の開始又は継続が不可能、若しくは甚だ困難であると認められるとき。
（解除後の実績報告等）
第２１条  甲が第２０条の定めによりこの契約を解除した場合、乙は、解除後速やかに第１７条に定める介護就労お助け事業実績報告書及び労働者名簿を甲に提出しなければならない。
（個人情報の保護）
第２２条  乙は、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いについては、別記「個人情報取扱特記事項」を守らなければならない。
（その他）
第２３条  この契約に定める事項について疑義が生じた場合、又はこの契約に定めるもののほか、必要な事項については、甲乙協議の上、決定する。
  この契約の締結を証するため、本書２通を作成し、双方記名押印の上、各自その１通を保有する。
　平成　　年 　 月　　日
　　　　　　　　　　　　　　甲  奈良市登大路町３０番地
　　　　　　　　　　　　　　　　  奈良県 健康福祉部長　杉　田　憲　英
                           乙  
    　                            
      　　                        　
